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銀行法施行規則（昭和５７年（１９８２年）大蔵省令第１０号）第１９条の２第１項第５号ニに規定する自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成２６年（２０１４年）２月１８日金融庁告示第７号、いわゆるバーゼルⅢ第３の柱（市場規律））として、事業
年度に係る説明書類に記載すべき事項を当該告示に則り、本章で開示しております。
また、本章中における「自己資本比率告示」は、平成１８年（２００６年）３月２７日金融庁告示第１９号、いわゆるバーゼルⅢ第１の柱（最
低所要自己資本比率）を指しております。
当行は、連結ベース、単体ベースともに国内基準を適用して自己資本比率を算出しております。
なお、連結ベースでの定性的な開示項目については、連結固有の開示項目を除いて、単体ベースでの開示項目に含めております。

自己資本の構成に関する開示事項

●連結自己資本の構成に関する開示事項 （単位：百万円）

項 目 2021年度末 2022年度末
コア資本に係る基礎項目 （１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 114,489 114,946
うち、資本金及び資本剰余金の額 23,937 24,264
うち、利益剰余金の額 92,386 93,051
うち、自己株式の額（△） 1,156 1,793
うち、社外流出予定額（△） 678 576
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 △78 △83
うち、為替換算調整勘定 ― ―
うち、退職給付に係るものの額 △78 △83
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 ― ―
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 4,309 3,561
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 10,214 10,526
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 10,214 10,526
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 708 351
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 2,319 1,197
コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 131,963 130,499
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 850 833
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 850 833
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 282 898
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
退職給付に係る資産の額 ― ―
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ―
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 1,132 1,732
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 130,830 128,767
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（単位：百万円）

項 目 2021年度末 2022年度末
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 1,580,636 1,625,907
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 1,855 1,840
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 1,855 1,840

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 67,525 68,850
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 1,648,161 1,694,758
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 7.93％ 7.59％
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●単体自己資本の構成に関する開示事項 （単位：百万円）

項 目 2021年度末 2022年度末
コア資本に係る基礎項目 （１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 101,390 102,583
うち、資本金及び資本剰余金の額 20,623 20,623
うち、利益剰余金の額 82,509 84,329
うち、自己株式の額（△） 1,156 1,793
うち、社外流出予定額（△） 585 576
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 8,903 8,644
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 8,903 8,644
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 708 351
コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 111,002 111,579
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 177 122
うち、のれんに係るものの額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 177 122
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― 191
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前払年金費用の額 ― ―
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ―
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 177 313
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 110,824 111,265
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 1,350,331 1,398,525
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 1,855 1,840
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 1,855 1,840

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 50,899 52,083
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 1,401,230 1,450,608
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 7.90％ 7.67％
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定性的な開示事項

●連結の範囲に関する事項
○自己資本比率告示第26条の規定により連結自己資本
比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結グ
ループ」という）に属する会社と連結財務諸表規則の
用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年
（1976年）大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規
則」という）に基づき連結の範囲（以下「会計連結範
囲」という）に含まれる会社との相違点
連結グループに属する会社と連結財務諸表規則に基

づき連結の範囲に含まれる会社に相違点はありませ
ん。

○連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連
結子会社の名称及び主要な業務の内容
連結グループに属する連結子会社は10社です。

名 称 主要な業務の内容

株式会社福邦銀行 銀行業

株式会社福井キャピタル＆
コンサルティング

投資事業組合財産の管理・
運営業務、コンサルティング業務

福井信用保証サービス
株 式 会 社 保証業務

株式会社福銀リース リース業務
株式会社福井カード クレジットカード業務
福井ネット株式会社 コンピュータ関連業務
株式会社福井キャリア
マネジメント 労働者派遣業務、有料職業紹介業務
ふくいヒトモノデザイン
株 式 会 社 旅行業務、物品販売業務

株式会社ふくいのデジタル アプリの企画・管理・運営業務
福邦カード株式会社 クレジットカード業務

○自己資本比率告示第32条が適用される金融業務を営
む関連法人等の数並びに当該金融業務を営む関連法人
等の名称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並
びに主要な業務の内容
比例連結方式を適用している金融関連法人はありま

せん。

○連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含
まれないもの及び連結グループに属しない会社であっ
て会計連結範囲に含まれるものの名称、貸借対照表の
総資産の額及び純資産の額並びに主要な業務の内容
該当事項はありません。

○連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限
等の概要
連結子会社10社全てにおいて、債務超過会社はな

く、自己資本は充実しております。また、連結グルー
プ内において自己資本に係る支援は行っておりませ
ん。

●自己資本調達手段の概要
自己資本調達手段（その額の全部又は一部が、自己資本比率告
示第23号(連結)若しくは第37条(単体)の算式におけるコア資本
に係る基礎項目の額に含まれる資本調達手段をいう）の概要

2021年度末 (百万円)
発行者 株式会社福井銀行 株式会社福邦銀行
種 類 普通株式 普通株式(注)

コア資本に係る基礎項
目の額に算入された額
連結自己資本比率 22,781 6,628
単体自己資本比率 19,467

2022年度末 (百万円)
発行者 株式会社福井銀行 株式会社福邦銀行
種 類 普通株式 普通株式(注)

コア資本に係る基礎項
目の額に算入された額
連結自己資本比率 22,471 4,758
単体自己資本比率 18,830
(注)コア資本に係る調整後非支配株主持分の額に該当します。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当行グループでは、統合リスク管理の手法を用いる

ことにより、各リスクカテゴリー毎にリスク資本を配
賦するものとし、その配賦原資は、自己資本比率規制
上の自己資本を使用しております。各リスク量が、配
賦されたリスク資本の範囲内に収まっていることをモ
ニタリングするとともに、全体のリスク量と当行の自
己資本を比較することで自己資本の充実度を評価して
おります。これらのリスク量の状況を月次で、統合的
リスク管理部門担当執行役に報告しております。
また、自己資本の充実度に関する評価の基準とし

て、以下の基準も採用しております。
・自己資本比率
・早期警戒制度の枠組みにおける「銀行勘定の金利
リスク量」
なお、具体的な統合リスクの管理手続きは、以下の

通りであります。

①資本の配賦額の決定
「経営会議」において、経営体力に見合ったリスクの
総枠と、営業計画に見合った各リスクカテゴリーへの
リスク資本配賦額を決定しております。

②リスクカテゴリーの分類
リスクカテゴリーは、「信用リスク」、「有価証券運用
にかかる市場リスク」、「預貸金勘定の金利リスク」、
「オペレーショナル・リスク」の4つのカテゴリーに
分けて管理をしております。

③モニタリング方法
各リスクカテゴリー毎に警戒ラインを設定し、リスク
量がリスク資本配賦額を超過する前の段階でコントロ
ール施策を実行できる体制としております。
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●信用リスクに関する事項
○リスク管理の方針及び手続きの概要

（信用リスクとは）
「信用リスク」とは、信用供与先の財務状況の悪化に
より、銀行の資産（オフバランス資産を含む）の価値が
減少ないし消失し、損失を被るリスクを言います。

（信用リスク管理の基本方針）
当行では、信用リスクは業務運営において不可避のリ

スクであり、かつ迅速な対応が必要であることを十分認
識した上で、「信用リスク管理規程」を制定し、信用リ
スクをコントロールできる態勢を築くことを目指してお
ります。
信用供与にかかるリスクを客観的かつ計量的に把握す

るため、信用リスク計測基準を制定し「信用リスクの計
量化」に取り組んでおります。とりわけ、与信集中リス
クについては、リスクの集中を回避し、バランスのとれ
たポートフォリオを構築するため、信用リスク量（Ｕ
Ｌ）に適応した与信集中リスク管理基準を制定し、与信
集中リスクの把握・改善に取り組んでおります。
また、計測した信用リスク量については融資支援グル

ープにおいて信用格付別・業種別・地域別などの信用リ
スクの状況を評価・分析するとともに、「リスク資本制
度」のもとでリスク量による量的な管理、コントロール
を行っております。
なお、信用リスク量計測の元となる信用格付について

は、CRITS を活用し、統計データに基づくスコアリン
グモデルを構築し信用リスク管理の高度化を図るととも
に、貸出金利ガイドライン、及び取引先別の与信取組方
針の決定等、与信内部管理面において多岐に活用してお
ります。

（貸倒引当金の計上基準）
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準

に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生してい

る債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」と
いう。）に係る債権については、以下のなお書きに記載
されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残
額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者
の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して
おります。
また、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債

務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の
元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該
キャッシュ・フローを当初約定利子率で割引いた金額と
債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャ
ッシュ・フロー見積法）により引き当てております。

上記以外の債権については、今後1年間の予想損失額
又は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、
予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とし
た貸倒実績率の過去の一定期間における平均値、又は長
期的な景気変動を反映するため計測可能な全期間平均値
を下限として損失率を求め算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業

関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に
基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債

権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能
見込額として債権額から直接減額しております。
福邦銀行を除く当行連結子会社の貸倒引当金は、一般

債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認
めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き
当てております。

○標準的手法が適用されるポートフォリオについて
①リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の
名称
以下の３社を使用しております。
株式会社日本格付研究所（以下JCR）
株式会社格付投資情報センター（以下R＆I）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
（以下Moody's）

②エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判
定に使用する適格格付機関等の名称

エクスポージャーの種類 使用する適格格付機関
中央政府及び中央銀行向け
エクスポージャー JCR、R＆I、Moody's

国内の法人等向け
エクスポージャー JCR、R＆I、Moody's

外国の法人等向け
エクスポージャー JCR、R＆I、Moody's

●信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手
続の概要

（信用リスク削減手法とは）
当行では、自己資本比率の算出における信用リスク削

減手法としては、適格金融資産担保、保証、貸出金と自
行預金との相殺を適用しております。なお、適格金融資
産担保の信用リスク削減手法として包括的手法を適用し
ております。
また、内部管理面での信用リスク削減手法としては、

与信集中リスクを回避しバランスのとれたポートフォリ
オを構築することを目的として、信用リスク量（ＵＬ）
に適応した与信集中リスク管理基準を制定し、与信集中
リスクの把握・改善に取り組んでおります。

（方針及び手続き）
エクスポージャーの信用リスクの削減手段として有効

に認められる適格金融資産担保については、当行が定め
る担保評価基準にて評価及び管理を行っており、自行預
金、日本国政府又は我が国の地方公共団体が発行する円
建て債券を適格金融資産担保として取り扱っておりま
す。
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また、保証については政府、政府関係機関、我が国の
地方公共団体、金融機関、及び適格格付機関による債務
者格付が一定以上の事業法人の保証となっております。
貸出金と自行預金の相殺にあたっては、債務者の担保
（総合口座を含む）登録のない定期預金を対象としてお
ります。
なお、内部管理上の信用リスク削減手法としては、信

用リスクの集中に対する対応として、信用格付ごとの与
信上限ガイドラインを設け、超過先に対しては「融資審
査会議」において取引方針等を決定する仕組みをとって
おり、大口与信先に対する信用リスクの削減に取り組ん
でおります。

（信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスク集中）
特定の企業、同一業種へ偏ることなく、信用リスクは

分散されております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリス
クに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
当行の派生商品取引及び長期決済期間取引にかかる取

引相手の信用リスクに関しては、オン・バランス取引と
合算しオン・オフ一体で管理しております。
派生商品取引の信用リスク算出にあたっては、市場金

融グループがカレントエクスポージャー方式により与信
相当額を算出した上で、経営管理チームに報告しており
ます。
なお、当行では派生商品取引に係る保全や引当の算定

は行っておりません。
当行の信用力悪化により担保を追加的に提供すること

が必要となった場合、換金性の高い資産の担保提供が可
能な様に、有価証券の残高管理を行っております。

●証券化エクスポージャーに関する事項
○リスク管理の方針及びリスク特性の概要

投資に際しては、証券化商品の内容及び商品特性、
格付機関から付与されている格付、原債務者やオリジ
ネーター等取引関係者の信用力から判断して投資を決
定しております。証券化エクスポージャーの主たるリ
スクは、信用リスク、金利リスク及び流動性リスクで
あり、これは通常の貸出金や有価証券の取引により発
生するものと基本的に変わるものではありません。

○自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号まで
（自己資本比率告示第302条の2第2項において準用す
る場合を含む。）に規定する体制の整備及びその運用
状況の概要
当行では、投資するにあたり構造上の特性を把握す

るため、仕組の概要、裏付資産の予定償還期間など必
要な情報を収集し、十分な協議、検討を行っておりま
す。
また、保有にあたっては証券化エクスポージャー及

びその裏付資産について、定期的かつ継続的に、延滞
や回収の状況など必要なリスク特性の情報を収集する
とともに、証券化商品及び取引関係者の格付の推移を
モニタリングすることとしております。

○信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の
方針
信用リスク削減手法として用いた証券化取引はあり

ません。

○証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額
の算出に使用する方式の名称
当行では証券化エクスポージャーの信用リスク・ア

セット額の算出には「外部格付準拠方式」「標準的手
法準拠方式」を使用しております。

○証券化エクスポージャーのマーケット・リスク相当額
の算出に使用する方式の名称
自己資本比率告示第27条第2項により、マーケッ

ト・リスク相当額を勘案しておりません。

○当行または連結グループが証券化目的導管体を用いて
第三者の資産に係る証券化取引を行った場合には、当
該証券化目的導管体の種類及び当行または当該連結グ
ループが当該証券化取引に係る証券化エクスポージャ
ーを保有しているかどうかの別
該当ありません。

○当行または連結グループの子法人等（連結子法人等を
除く。）及び関連法人等のうち、当行または当該連結
グループが行った証券化取引（当行または連結グルー
プが証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を含
む。）に係る証券化エクスポージャーを保有している
ものの名称
該当ありません。

○証券化取引に関する会計方針
購入した証券化商品につきましては、金融商品会計

基準に従い、それぞれについて規定された会計処理を
行っております。

○証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイ
トの判定に使用する適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判断

については、JCR、R＆I、Moody'sの適格格付機関３
社を使用しております。

○内部評価方式を用いている場合には、その概要
内部評価方式を用いておりません。

○定量的な情報に重要な変更が生じた場合には、その内
容
該当ありません。

●オペレーショナル・リスクに関する事項
○リスク管理の方針及び手続きの概要
（オペレーショナル・リスク管理体制）
「オペレーショナル・リスク」とは、金融機関の業務
のプロセス、役職員の活動もしくはシステムが不適切で
あること、または、外部で発生した出来事等により損失
を被るリスクをいい、当行グループでは、事務リスク、
システムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リ
スク、風評リスク、サイバーセキュリティリスクに分類
して管理しております。これらの管理状況は、定期的に
統合的リスク管理部門担当執行役に報告する体制として
おり、当行グループ、またはお客さまに重大な影響を及
ぼす事項については、「経営会議」に報告する体制とし
ております。
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当行グループでは、オペレーショナル・リスクの増加
が、銀行業務の堅確性を低下させ、ひいてはお客さま、
株主のみなさまの当行への信頼を低下させるものである
との認識に立ち、リスク発生の未然防止及び発生時の影
響極小化に努めております。

○オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手
法の名称
自己資本比率規制上のオペレーショナル・リスク相

当額の算出にあたっては、自己資本比率告示に定める
「基礎的手法」を採用しております。

●出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管
理の方針及び手続きの概要

（リスク管理の方針）
当行グループでは、出資等又は株式等エクスポージャ

ーに関するリスクを「コントロールすべきリスク」と認
識し、自己資本対比で許容可能な範囲にリスク量をコン
トロールするために、収益力及び預貸動向、有価証券保
有状況等に応じて適切なポジション枠、リスクリミット
及び損失限度枠を設定しております。また、統合リスク
管理の枠組みの下で、リスク量をコントロールしつつ、
リスクに見合った収益を確保することを基本方針として
おります。

（手続きの概要）
株式等のリスク管理は、債券等を含む有価証券ポート

フォリオ全体のリスク管理の枠組みの中で実施しており
ます。

①投資方針・投資枠の決定
金利、株価、為替等の見通しに基づき、期待収益率

と市場変動に伴うリスクを考慮し、市場投資部門全体
のリスク・リターンを検討して、半期毎の「有価証券
運用計画」を「経営会議」で決定しております。
投資枠の決定にあたっては、有価証券全体のポジシ

ョン枠のほか、株式、国債など種類別の保有枠も設定
し、有価証券全体のリスク量検証も実施しておりま
す。市場投資部門は、定められた種類別保有限度枠
と、リスク資本配賦額を遵守しながら収益の獲得に努
めております。

②リスク量の管理方法と計測方法
株式等の「価格変動リスク」は、保有目的の違いか

ら政策投資株式と純投資株式に区別したうえで、債券
等、他の種類の有価証券が抱える市場リスクと一体的
に行い、有価証券投資における種類別分散投資のリス
ク削減効果を考慮する方法をとっております。
具体的には、有価証券ポートフォリオにおける株式

及び債券等の抱えるリスクを「円貨金利リスク」「外
貨金利リスク」「為替リスク」「価格変動リスク」の4
つのカテゴリーで測定しております。純投資株式につ
いては債券との相関を考慮したうえで市場リスク量
（預貸金勘定の金利リスクを除く）を算出しておりま
す。

なお、4つのリスク・カテゴリーの全てについて計
測方法はＶａＲ（バリュー・アット・リスク）を採用
しており、フロント・オフィス（市場企画チーム）と
ミドル・オフィス（統合リスクチーム）が、日次で算
出・検証しております。
また、計測された市場リスク量については、その有

効性を確認するため日次でバックテストを行い、月次
で統合的リスク管理部門担当執行役に報告しておりま
す。

③株式等の評価方法
子会社株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券については原則として決算日の市場価格
等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算
定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認め
られるものについては移動平均法による原価法により
行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。

●金利リスクに関する事項
○リスク管理の方針及び手続きの概要
（リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方
及び範囲に関する説明）
当行グループの金利リスクは、全ての金利感応資産・

負債を対象としております。通貨については、重要性に
鑑みて金利リスク管理の観点から無視できないものを対
象としております。
なお、福邦銀行を除く当行連結子会社の金利リスク

は、連結子会社各社の総資産の合計額が銀行単体に比べ
て非常に小さく、重要性の観点より、計測対象から除い
ております。

（リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明）
当行グループでは、金利リスクを「コントロールすべ

きリスク」と認識し、自己資本対比で許容可能な範囲に
リスク量をコントロールするために、収益力及び預貸動
向、有価証券保有状況等に応じて適切なポジション枠、
リスクリミット及び損失限度枠を設定しております。ま
た、統合リスク管理の枠組みの下で、リスク量をコント
ロールしつつ、リスクに見合った収益を確保することを
基本方針としております。

（金利リスク計測の頻度）
預貸金勘定は月次、有価証券勘定は日次で行っており

ます。計測された金利リスク量については、月次で統合
的リスク管理部門担当執行役に報告しております。

（ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明）
リスク削減を目的としてヘッジ取引を行う場合は、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段を明確にし、有効性の検証を定期
的に実施することとしております。
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○金利リスクの算定手法の概要

①開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿ＥＶＥ及
び⊿ＮＩＩ並びに銀行がこれらに追加して自ら開示を行
う金利リスクに関する事項
※⊿ＥＶＥとは金利ショックに対する経済価値の減少
額、⊿ＮＩＩとは金利ショックに対する金利収益の減少
額であります。

（流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期）
当行グループで3.31年となっております。

（流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期）
10.00年となっております。

（流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル
等）及びその前提）
コア預金モデルを使用しており、モデルの計測結果

に基づき満期を割り当てております。コア預金モデル
は、流動性預金残高及び市場金利等の推移をもとに統
計的手法により将来残高推移の推計を行っております。

（固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関
する前提）
金融庁が定める保守的な前提の反映により考慮して

おります。

（複数の通貨の集計方法及びその前提）
通貨毎に算出された⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩが正とな

る通貨のみを単純合算しております。

（スプレッドに関する前提）
割引金利にはスプレッドを含めずリスクフリーレー

トを使用し、キャッシュ・フローにはスプレッドを含
める取扱を行っております。

（内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩに重大な
影響を及ぼすその他の前提）
当行グループはコア預金や固定金利貸出の期限前返

済、定期預金の早期解約については、過去の実績デー
タを用いて推計しているため、実績値が大きく変動し
た場合、⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼす
可能性があります。

（前事業年度末の開示からの変動に関する説明）
当行グループで⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩが最大となる

金利ショックは、下方パラレルシフトで前事業年度末
から変動はありません。

（計測値の解釈や重要性に関するその他の説明）
⊿ＥＶＥは重要性テストの基準値である自己資本の

20％以内に収まっており、問題ない水準となっており
ます。

②銀行が自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、
リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、
開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿ＥＶＥ及び
⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合におけ
る、当該金利リスクに関する以下の事項

（金利ショックに関する説明）
当行グループでは、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）、
ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）、ギャップ分
析及び統計的な手法で捕捉できないリスクの発生に備え
たストレス・テスト等を用いて金利リスクを計測し、多
面的なリスク管理に努めております。
ＶａＲの算出にあたっては、過去5年間の金利データ

から算出した想定最大変化幅を金利ショックとして使用
しています。
また、ＢＰＶの算出にあたっては、金利が10bp

（0.1%）上昇した場合の現在価値の変化額を計測してお
ります。

（金利リスク計測の前提及びその意味）
当行グループのＶａＲの計測には分散・共分散法（保

有期間：預貸金勘定1年・有価証券勘定6カ月、信頼水
準：99.0%、観測期間：5年）を採用しております。
計測されるＶａＲは、リスク資本配賦額に収まるよう

に管理しております。
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定量的な開示事項（連結）

●その他金融機関等（自己資本比率告示第29条第6項第1号に規定するその他金融機関等
をいう。）であって銀行の子法人等であるもののうち、自己資本比率規制上の所要自己
資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
該当ありません。

●自己資本の充実度に関する事項
○信用リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額
標準的手法が適用されるポートフォリオ及び標準的手法が複数のポートフォリオに適用される場合における適切なポートフォリオの区分ごと
の内訳

（1）オン・バランス項目 （単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

1. 現金 ― ―
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ―
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 227 40
4. 国際決済銀行等向け ― ―
5. 我が国の地方公共団体向け ― ―
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 0 ―
7. 国際開発銀行向け ― ―
8. 地方公共団体金融機構向け 23 11
9. 我が国の政府関係機関向け 360 298
10. 地方三公社向け 4 20
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 1,189 1,139
12. 法人等向け 25,812 26,451
13. 中小企業等向け及び個人向け 17,681 18,266
14. 抵当権付住宅ローン 2,626 2,530
15. 不動産取得等事業向け 6,334 7,322
16. 三月以上延滞等 139 282
17. 取立未済手形 ― ―
18. 信用保証協会等による保証付 114 114
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ―
20. 出資等 1,344 956
（うち出資等のエクスポージャー） 1,344 956
（うち重要な出資のエクスポージャー） ― ―

21. 上記以外 3,055 2,676
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通株式等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係るエクスポージャー） 652 373

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 674 622
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に関するエクスポージャー） ― ―
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡ
Ｃ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエク
スポージャー）

― ―

（うち右記以外のエクスポージャー） 1,729 1,680
22. 証券化 212 256
（うちSTC要件適用分） ― ―
（うち非STC要件適用分） 212 256
23. 再証券化 ― ―
24. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 2,994 3,375
（うちルック・スルー方式) 2,930 3,281
（うちマンデート方式) ― ―
（うち蓋然性方式（250%）) 64 93
（うち蓋然性方式（400%）) ― ―
（うちフォールバック方式（1250%）) ― ―
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（単位：百万円）
所要自己資本の額

2021年度末 2022年度末
25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 74 73
26. 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ―

合 計 62,196 63,816

（2）オフ・バランス項目 （単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

1. 任意の時期に無条件で取消可能又は
自動的に取消可能なコミットメント ― ―

2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 24 49
3. 短期の貿易関連偶発債務 1 2
4. 特定の取引に係る偶発債務 32 43
（うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） ― ―
5. ＮＩＦ又はＲＵＦ ― ―
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 457 483
7. 内部格付手法におけるコミットメント ― ―
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 254 245
（うち借入金の保証） 115 108
（うち有価証券の保証） ― ―
（うち手形引受） ― ―
（うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約） ― ―
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） ― ―
9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） ― ―
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） ― ―
控除額（△） ― ―

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 93 14
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供

又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 11 19

12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 96 164
カレント・エクスポージャー方式 96 164
派生商品取引 96 164
外為関連取引 70 138
金利関連取引 7 7
金関連取引 ― ―
株式関連取引 4 4
貴金属（金を除く）関連取引 ― ―
その他のコモディティ関連取引 10 8
クレジット・デリバティブ取引（カウンター・パーティー・リスク） 2 5
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ― ―

長期決済期間取引 ― ―
ＳＡ－ＣＣＲ ― ―
派生商品取引 ― ―
長期決済期間取引 ― ―

期待エクスポージャー方式 ― ―
13. 未決済取引 ― ―
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・キャッシュ・アドバンス

の信用供与枠のうち未実行部分 ― ―

15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー ― ―
合 計 971 1,022

○オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
及びこのうち連結グループが使用する手法の額

（単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

粗利益配分手法による ― ―
基礎的手法による 2,701 2,754

○連結総所要自己資本額
（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
リスク・アセット等の額（Ａ） 1,648,161 1,694,758
信用リスク・アセットの額 1,580,636 1,625,907
資産（オン・バランス）項目 1,554,915 1,595,408
オフ・バランス項目 24,288 25,565
CVAリスクアセット相当額を8％で除して得た額 1,345 4,920
中央清算機関関連エクスポージャー 86 12

オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 67,525 68,850
連結総所要自己資本額 （Ａ）×4％ 65,926 67,790
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●信用リスクに関する事項
（注）リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除いております。

○信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別、地域別、業種別、残存期間別
の内訳
○三月以上延滞エクスポージャーの期末残高及び地域別、業種別の内訳

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、
コミットメント
及びその他
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債 券 デリバティブ
取引

貸出金、
コミットメント
及びその他
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債 券 デリバティブ
取引

国内計 4,342,555 2,250,341 431,482 7,541 4,655 4,055,051 2,334,812 319,822 9,564 6,301

国外計 156,222 3,249 108,111 895 ― 80,699 1,999 56,595 2,081 ―

地域別合計 4,498,777 2,253,591 539,594 8,437 4,655 4,135,750 2,336,812 376,417 11,646 6,301

製造業 338,175 254,043 71,811 306 453 338,033 255,298 64,682 940 647

農業、林業 2,004 1,933 ― ― 53 1,725 1,654 ― ― 31

漁業 255 243 ― ― 11 241 237 ― ― 10

鉱業、採石業、砂利採取業 4,529 2,121 310 ― 44 3,219 964 ― ― 44

建設業 100,882 89,846 9,646 ― 653 106,781 96,027 9,512 ― 512

電気・ガス・熱供給・水道業 52,635 41,903 8,802 ― ― 58,679 50,827 5,901 7 ―

情報通信業 21,457 12,613 5,994 ― 9 17,275 11,233 2,999 ― 8

運輸業、郵便業 64,543 51,766 9,315 ― 7 57,598 45,488 8,740 ― 23

卸売業、小売業 224,090 209,737 9,649 416 534 227,838 214,951 8,098 1,061 674

金融業、保険業 1,751,530 105,312 144,153 7,697 16 1,493,233 117,275 128,370 9,577 500

不動産業、物品賃貸業 296,543 288,839 5,008 ― 359 332,252 327,147 2,111 ― 134

その他サービス業 320,767 163,599 150,380 ― 481 196,966 179,085 11,153 57 2,190

国・地方公共団体 404,775 285,125 110,269 ― ― 433,183 289,470 134,847 ― ―

その他 916,585 746,505 14,252 16 2,031 868,722 747,150 ― 2 1,523

業種別合計 4,498,777 2,253,591 539,594 8,437 4,655 4,135,750 2,336,812 376,417 11,646 6,301

1年以下 608,143 424,515 130,758 6,477 509,982 431,541 59,587 5,426

1年超3年以下 380,607 295,988 79,335 962 315,208 237,650 70,065 1,792

3年超5年以下 336,488 243,954 76,607 445 336,863 241,093 81,759 1,336

5年超7年以下 206,474 161,855 29,596 441 210,880 150,282 48,403 883

7年超10年以下 325,454 219,797 100,812 111 305,645 265,903 36,184 2,207

10年超 938,578 816,144 122,383 ― 999,125 918,707 80,416 ―

期間の定めのないもの 1,703,029 91,336 100 ― 1,458,044 91,633 ― ―

残存期間別合計 4,498,777 2,253,591 539,594 8,437 4,135,750 2,336,812 376,417 11,646

（注）ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
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○一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引
当勘定の期末残高及び期中の増減額

（1）期末残高及び期中増減額 （単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

期首残高 期末残高 増減額 期首残高 期末残高 増減額

一般貸倒引当金 6,601 10,214 3,613 10,214 10,526 311

個別貸倒引当金 7,919 9,179 1,259 9,179 7,890 △1,288

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ―

合 計 14,521 19,394 4,872 19,394 18,417 △976

（2）個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

期首残高 期末残高 増減額 期首残高 期末残高 増減額

国内計 7,919 9,179 1,259 9,179 7,890 △1,288

国外計 ― ― ― ― ― ―

地域別合計 7,919 9,179 1,259 9,179 7,890 △1,288

製造業 722 1,234 512 1,234 1,452 217

農業、林業 55 98 43 98 119 20

漁業 3 2 0 2 2 0

鉱業、採石業、砂利採取業 0 26 25 26 51 25

建設業 271 455 184 455 412 △43

電気・ガス・熱供給・水道業 ― 16 16 16 2 △14

情報通信業 7 23 16 23 15 △8

運輸業、郵便業 83 105 21 105 150 45

卸売業、小売業 4,144 3,452 △691 3,452 1,742 △1,709

金融業、保険業 ― 4 4 4 0 △3

不動産業、物品賃貸業 230 370 140 370 447 76

その他サービス業 702 1,443 740 1,443 1,741 298

国・地方公共団体 ― ― ― ― ― ―

その他 1,697 1,945 247 1,945 1,751 △193

業種別合計 7,919 9,179 1,259 9,179 7,890 △1,288

○業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
（単位：百万円）

貸出金償却
2021年度末 2022年度末

製造業 121 93
農業、林業 0 ―
漁業 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 0 ―
建設業 6 162
電気･ガス･熱供給･水道業 ― 16
情報通信業 ― ―
運輸業、郵便業 29 0
卸売業、小売業 421 198
金融業、保険業 ― ―
不動産業、物品賃貸業 242 29
その他サービス業 404 57
国・地方公共団体 ― ―
その他 10 11

業種別合計 1,236 568

○標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、
リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の残高並びに自己資本比率告示の規
定により1250％のリスク・ウェイトが適用されるエ
クスポージャーの額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

0％ 1,927,330 234,938 1,590,223 211,656
10％ 76,524 42,422 77,528 28,923
20％ 201,507 31,389 213,771 40,522
35％ ― 187,583 ― 180,775
50％ 321,716 2,850 269,745 7,368
75％ 73 591,631 ― 611,391
100％ 57,154 681,802 50,940 731,988
150％ ― 1,825 2,761 1,539
200％ ― ― ― ―
250％ ― 10,865 ― 7,575
300％ ― ― ― ―
350％ ― ― ― ―
1250％ ― ― ― ―
合 計 2,584,307 1,785,308 2,204,971 1,821,742

（注）所在国の格付を参照しているエクスポージャーについては「格付有り」に含め
ております。
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●信用リスク削減手法に関する事項
○信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

エクスポージャー額
2021年度末 2022年度末

現金及び自行預金 153,192 119,063
適格債券 ― ―

適格金融資産担保 153,192 119,063
適格保証 10,860 8,769

（注）「現金及び自行預金」には総合口座の空枠に係るエクスポージャーを含めてお
ります。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の
取引相手のリスクに関する事項

○与信相当額の算出に用いる方式
先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当
額はカレントエクスポージャー方式にて算出しております。

○グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限
る。）の合計額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
グロス再構築コストの額の合計額 809 1,717

○担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の
与信相当額
法的に有効な相対ネッティング契約下にある取引については、
ネット再構築コスト及びネットアドオンとした上で、担保によ
る信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額は次の
とおりであります。

（単位：百万円）

与信相当額
2021年度末 2022年度末

派生商品取引 8,540 11,646
外国為替関連取引及び金関連取引 5,969 9,074
金利関連取引 943 893
株式関連取引 553 563
貴金属関連取引（金関連取引を除く。） ― ―
その他のコモディティ関連取引 1,073 1,114

クレジット・デリバティブ 78 ―
長期決済期間取引 ― ―

合 計 8,618 11,646

○グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオ
ンの合計額から担保による信用リスク削減手法の効果
を勘案する前の与信相当額を差し引いた額
該当ありません。

○担保の種類別の額
信用リスク削減手法に用いた担保はありません。

○担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の
与信相当額
担保による信用リスク削減の効果は勘案しておりません。

○与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティ
ブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類
別、かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分
した額

(単位：百万円)
プロテクションの購入 プロテクションの提供
2021年度末 2022年度末 2021年度末 2022年度末

クレジット・デフォ
ルト・スワップ ― ― ― ―

トータル・リター
ン・スワップ 948 ― ― ―

合 計 948 ― ― ―

（注）上記クレジット・デリバティブは、ファンド等に内包されるものであり、当行
が当事者となるクレジット・デリバティブ取引はございません。

○信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いてい
るクレジット・デリバティブの想定元本額
該当ありません。
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●証券化エクスポージャーに関する事項
○連結グループがオリジネーターである証券化エクスポ
ージャーに関する事項
連結グループがオリジネーターである証券化エクスポージャー
はありません。

○連結グループが投資家である証券化エクスポージャー
に関する事項
・保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別
の内訳

(単位：百万円)
2021年度末 2022年度末

事業者向け貸出 7,510 14,824
その他 2 ―

合 計 7,512 14,824

・保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイ
トの区分ごとの残高及び所要自己資本の額

(単位：百万円)
2021年度末 2022年度末
残 高 所要自己資本 残 高 所要自己資本

20％以下 2,199 14 7,569 46
20％超50％以下 90 0 2,213 29
50％超100％以下 4,037 148 5,041 180
100％超1250％以下 1,185 48 ― ―

合 計 7,512 212 14,824 256

・自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び
第2号の規定により1250%のリスク・ウェイトが適用される証
券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内訳
該当ありません。

・保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手
法の適用の有無及び保証人ごと又は当該保証人に適用されるリ
スク・ウェイトの区分ごとの内訳
該当ありません。

●出資等又は株式等エクスポージャーに
関する事項

○出資等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額等
（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
連結貸借対照表計上額 時 価 連結貸借対照表計上額 時 価

上場している出資等又
は株式等エクスポージ
ャーの連結貸借対照表
計上額

95,911 97,900

上記に該当しない出資
等又は株式等エクスポ
ージャーの連結貸借対
照表計上額

6,291 8,800

合 計 102,202 102,202 106,700 106,700

○出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に
伴う損益の額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
売却損益額 1,654 5,098
償却額 1,097 265

○連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で
認識されない評価損益の額

（単位：百万円）
2021年度末 2022年度末

評価損益の額 20,596 7,615

○連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評
価損益の額
該当ありません。

●リスク・ウェイトのみなし計算の適用
に関する事項
○リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポ
ージャーの額

（単位：百万円)
計算方式 2021年度末 2022年度末
ルック・スルー方式 141,505 162,948
マンデート方式 ― ―
蓋然性方式(250%) 644 934
蓋然性方式(400%) ― ―
フォールバック方式(1250%) ― ―

●金利リスクに関する事項
○ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

（単位：百万円）

項
番

イ ロ ハ ニ
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

2022年度末 2021年度末 2022年度末 2021年度末

1 上方パラレルシフト 574 4,193 269 676
2 下方パラレルシフト 22,556 21,324 5,341 5,541
3 スティープ化
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 22,556 21,324 5,341 5,541

ホ ヘ
2022年度末 2021年度末

8 自己資本の額 128,767 130,830
（注）福邦銀行を除く連結子会社については銀行本体と比較して資産規模が小さい

ため、上記の⊿ＥＶＥ、⊿ＮＩＩの計測対象から除いております。
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定量的な開示事項（単体）

●自己資本の充実度に関する事項
○信用リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額
標準的手法が適用されるポートフォリオ及び標準的手法が複数のポートフォリオに適用される場合における適切なポートフォリオの区分ごと
の内訳

（1）オン・バランス項目 （単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

1. 現金 ― ―
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ―
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 223 40
4. 国際決済銀行等向け ― ―
5. 我が国の地方公共団体向け ― ―
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ―
7. 国際開発銀行向け ― ―
8. 地方公共団体金融機構向け 23 11
9. 我が国の政府関係機関向け 305 298
10. 地方三公社向け 4 20
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 852 859
12. 法人等向け 23,378 23,353
13. 中小企業等向け及び個人向け 14,458 14,960
14. 抵当権付住宅ローン 2,150 2,089
15. 不動産取得等事業向け 4,832 5,482
16. 三月以上延滞等 74 232
17. 取立未済手形 ― ―
18. 信用保証協会等による保証付 91 91
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ―
20. 出資等 936 1,179
（うち出資等のエクスポージャー） 936 1,179
（うち重要な出資のエクスポージャー） ― ―

21. 上記以外 2,453 2,498
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通株式等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係るエクスポージャー） 492 373

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 584 597
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に関するエクスポージャー） ― ―
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡ
Ｃ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエク
スポージャー）

― ―

（うち右記以外のエクスポージャー） 1,376 1,527
22. 証券化 212 256
（うちSTC要件適用分） ― ―
（うち非STC要件適用分） 212 256

23. 再証券化 ― ―
24. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 2,994 3,358
（うちルック・スルー方式) 2,930 3,264
（うちマンデート方式) ― ―
（うち蓋然性方式（250%）) 64 93
（うち蓋然性方式（400%）) ― ―
（うちフォールバック方式（1250%）) ― ―

25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 74 73
26. 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ―

合 計 53,068 54,806
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（2）オフ・バランス項目 （単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

1. 任意の時期に無条件で取消可能又は
自動的に取消可能なコミットメント ― ―

2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 16 43
3. 短期の貿易関連偶発債務 1 2
4. 特定の取引に係る偶発債務 32 43
（うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） ― ―
5. ＮＩＦ又はＲＵＦ ― ―
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 420 438
7. 内部格付手法におけるコミットメント ― ―
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 250 241
（うち借入金の保証） 114 107
（うち有価証券の保証） ― ―
（うち手形引受） ― ―
（うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約） ― ―
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） ― ―
9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） ― ―
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） ― ―
控除額（△） ― ―

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 75 14
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供

又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 11 19

12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 90 159
カレント・エクスポージャー方式 90 159
派生商品取引 90 159
外為関連取引 69 138
金利関連取引 7 7
金関連取引 ― ―
株式関連取引 4 4
貴金属（金を除く）関連取引 ― ―
その他のコモディティ関連取引 8 8
クレジット・デリバティブ取引（カウンター・パーティー・リスク） 0 ―
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ― ―

長期決済期間取引 ― ―
ＳＡ－ＣＣＲ ― ―
派生商品取引 ― ―
長期決済期間取引 ― ―

期待エクスポージャー方式 ― ―
13. 未決済取引 ― ―
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・キャッシュ・アドバンス

の信用供与枠のうち未実行部分 ― ―

15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー ― ―
合 計 898 961

○オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
及びこのうち銀行が使用する手法の額

（単位：百万円）

所要自己資本の額
2021年度末 2022年度末

粗利益配分手法による ― ―
基礎的手法による 2,035 2,083

○単体総所要自己資本額
（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
リスク・アセット等の額（Ａ） 1,401,230 1,450,608
信用リスク・アセットの額 1,350,331 1,398,525
資産（オン・バランス）項目 1,326,710 1,370,167
オフ・バランス項目 22,474 24,046
CVAリスクアセット相当額を8％で除して得た額 1,090 4,298
中央清算機関関連エクスポージャー 56 12

オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 50,899 52,083
単体総所要自己資本額 （Ａ）×4％ 56,049 58,024
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●信用リスクに関する事項
（注）リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除いております。

○信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別、地域別、業種別、残存期間別
の内訳
○三月以上延滞エクスポージャーの期末残高及び地域別、業種別の内訳

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、
コミットメント
及びその他
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債 券 デリバティブ
取引

貸出金、
コミットメント
及びその他
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債 券 デリバティブ
取引

国内計 3,857,678 1,914,268 403,793 7,541 1,556 3,585,251 1,956,917 316,922 9,564 4,050

国外計 156,222 3,249 108,111 895 ― 80,699 1,999 56,595 2,081 ―

地域別合計 4,013,901 1,917,517 511,905 8,437 1,556 3,665,951 1,958,916 373,518 11,646 4,050

製造業 306,675 226,149 71,011 306 159 300,271 219,586 64,682 940 426

農業、林業 1,557 1,557 ― ― ― 1,183 1,183 ― ― 30

漁業 166 166 ― ― 11 141 141 ― ― 10

鉱業、採石業、砂利採取業 2,102 1,792 310 ― ― 681 681 ― ― ―

建設業 79,222 69,132 9,646 ― 215 77,427 67,603 9,512 ― 68

電気・ガス・熱供給・水道業 48,401 38,342 8,802 ― ― 53,834 46,669 5,901 7 ―

情報通信業 17,700 10,815 5,694 ― ― 13,981 9,481 2,999 ― ―

運輸業、郵便業 55,849 45,863 9,315 ― ― 47,873 38,337 8,740 ― ―

卸売業、小売業 194,228 181,798 9,649 416 112 194,552 183,409 8,098 1,061 332

金融業、保険業 1,714,811 81,748 142,353 7,697 ― 1,446,190 82,688 128,370 9,577 500

不動産業、物品賃貸業 218,094 212,879 4,409 ― 280 233,394 230,477 2,111 ― 45

その他サービス業 283,248 132,129 150,380 ― 20 155,079 143,249 11,153 57 1,825

国・地方公共団体 366,698 257,211 100,331 ― ― 406,207 265,701 131,947 ― ―

その他 725,145 657,931 ― 16 757 735,131 669,707 ― 2 809

業種別合計 4,013,901 1,917,517 511,905 8,437 1,556 3,665,951 1,958,916 373,518 11,646 4,050

1年以下 528,125 347,499 128,530 6,477 446,159 368,012 59,387 5,426

1年超3年以下 310,837 230,750 78,125 962 283,646 206,776 70,065 1,792

3年超5年以下 283,573 196,450 75,665 445 301,327 208,532 79,459 1,336

5年超7年以下 169,432 131,907 27,123 441 185,084 126,294 48,003 883

7年超10年以下 269,715 181,712 87,891 111 235,902 197,510 36,184 2,207

10年超 852,535 737,967 114,567 ― 843,761 763,344 80,416 ―

期間の定めのないもの 1,599,680 91,231 ― ― 1,370,069 88,446 ― ―

残存期間別合計 4,013,901 1,917,517 511,905 8,437 3,665,951 1,958,916 373,518 11,646

（注）CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
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○一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引
当勘定の期末残高及び期中の増減額

（1）期末残高及び期中増減額 （単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

期首残高 期末残高 増減額 期首残高 期末残高 増減額

一般貸倒引当金 6,904 8,903 1,999 8,903 8,644 △259

個別貸倒引当金 6,203 5,116 △1,086 5,116 4,041 △1,075

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ―

合 計 13,107 14,019 912 14,019 12,685 △1,334

（2）個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

2021年度末 2022年度末

期首残高 期末残高 増減額 期首残高 期末残高 増減額

国内計 6,203 5,116 △1,086 5,116 4,041 △1,075

国外計 ― ― ― ― ― ―

地域別合計 6,203 5,116 △1,086 5,116 4,041 △1,075

製造業 720 831 111 831 902 71

農業、林業 55 52 △2 52 113 61

漁業 3 2 0 2 2 0

鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ―

建設業 268 190 △77 190 182 △8

電気・ガス・熱供給・水道業 ― 13 13 13 ― △13

情報通信業 7 6 0 6 6 0

運輸業、郵便業 67 47 △19 47 51 3

卸売業、小売業 4,140 2,882 △1,257 2,882 1,334 △1,548

金融業、保険業 ― ― ― ― ― ―

不動産業、物品賃貸業 229 176 △53 176 188 11

その他サービス業 684 876 192 876 1,191 314

国・地方公共団体 ― ― ― ― ― ―

その他 27 36 8 36 69 33

業種別合計 6,203 5,116 △1,086 5,116 4,041 △1,075

○業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
（単位：百万円）

貸出金償却
2021年度末 2022年度末

製造業 121 91
農業、林業 0 ―
漁業 ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 0 ―
建設業 6 156
電気･ガス･熱供給･水道業 ― 16
情報通信業 ― ―
運輸業、郵便業 29 0
卸売業、小売業 421 198
金融業、保険業 ― ―
不動産業、物品賃貸業 242 29
その他サービス業 404 57
国・地方公共団体 ― ―
その他 8 10

業種別合計 1,234 560

○標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、
リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の残高並びに自己資本比率告示の規
定により1250％のリスク・ウェイトが適用されるエ
クスポージャーの額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

0％ 1,927,106 86,408 1,589,916 77,949
10％ 76,524 22,974 77,527 22,804
20％ 199,718 ― 213,280 ―
35％ ― 153,601 ― 149,262
50％ 314,648 73 262,313 272
75％ ― 482,895 ― 499,675
100％ 55,583 567,777 49,449 619,597
150％ ― 1,033 2,761 914
200％ ― ― ― ―
250％ ― 8,360 ― 7,323
300％ ― ― ― ―
350％ ― ― ― ―
1250％ ― ― ― ―
合 計 2,573,580 1,323,124 2,195,250 1,377,800

(注)所在国の格付を参照しているエクスポージャーについては「格付有り」に
含めております。
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●信用リスク削減手法に関する事項
○信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

エクスポージャー額
2021年度末 2022年度末

現金及び自行預金 138,689 104,524
適格債券 ― ―

適格金融資産担保 138,689 104,524
適格保証 10,860 8,769

（注）「現金及び自行預金」には総合口座の空枠に係るエクスポージャーを含めてお
ります。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の
取引相手のリスクに関する事項

○与信相当額の算出に用いる方式
先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当
額はカレントエクスポージャー方式にて算出しております。

○グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限
る。）の合計額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
グロス再構築コストの額の合計額 809 1,717

○担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の
与信相当額
法的に有効な相対ネッティング契約下にある取引については、
ネット再構築コスト及びネットアドオンとした上で、担保によ
る信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額は次の
とおりであります。

（単位：百万円）

与信相当額
2021年度末 2022年度末

派生商品取引 8,358 11,646
外国為替関連取引及び金関連取引 5,787 9,074
金利関連取引 943 893
株式関連取引 553 563
貴金属関連取引（金関連取引を除く。） ― ―
その他のコモディティ関連取引 1,073 1,114

クレジット・デリバティブ 78 ―
長期決済期間取引 ― ―

合 計 8,437 11,646

○グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオ
ンの合計額から担保による信用リスク削減手法の効果
を勘案する前の与信相当額を差し引いた額
該当ありません。

○担保の種類別の額
信用リスク削減手法に用いた担保はありません。

○担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の
与信相当額
担保による信用リスク削減の効果は勘案しておりません。

○与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティ
ブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類
別、かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分
した額

(単位:百万円)
プロテクションの購入 プロテクションの提供
2021年度末 2022年度末 2021年度末 2022年度末

クレジット・デフォ
ルト・スワップ ― ― ― ―

トータル・リター
ン・スワップ 948 ― ― ―

合 計 948 ― ― ―

（注）上記クレジット･デリバティブは、ファンド等に内包されるものであり、当行
が当事者となるクレジット・デリバティブ取引はございません。

○信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いてい
るクレジット・デリバティブの想定元本額
該当ありません。
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●証券化エクスポージャーに関する事項
○銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャー
に関する事項
当行がオリジネーターである証券化エクスポージャーはありま
せん。

○銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する
事項
・保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別
の内訳

(単位：百万円)
2021年度末 2022年度末

事業者向け貸出 7,510 14,824
合 計 7,510 14,824

・保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイ
トの区分ごとの残高及び所要自己資本の額

(単位：百万円)
2021年度末 2022年度末
残 高 所要自己資本 残 高 所要自己資本

20％以下 2,196 14 7,569 46
20％超50％以下 90 0 2,213 29
50％超100％以下 4,037 148 5,041 180
100％超1250％以下 1,185 48 ― ―

合 計 7,510 212 14,824 256

・自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び
第2号の規定により1250%のリスク・ウェイトが適用される証
券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内訳
該当ありません。

・保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手
法の適用の有無及び保証人ごと又は当該保証人に適用されるリ
スク・ウェイトの区分ごとの内訳
該当ありません。

●出資等又は株式等エクスポージャーに
関する事項

○出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等
（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上場している出資等又
は株式等エクスポージ
ャーの貸借対照表計上
額

92,905 96,261

上記に該当しない出資
等又は株式等エクスポ
ージャーの貸借対照表
計上額

12,113 15,367

合 計 105,019 105,019 111,629 111,629

○子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等
（単位：百万円）

貸借対照表計上額
2021年度末 2022年度末

子会社・子法人等 6,156 6,863
関連法人等 ― ―

合 計 6,156 6,863

○出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
(単位：百万円)

2021年度末 2022年度末
売却損益額 1,675 4,937
償却額 1,097 252

○貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識さ
れない評価損益の額

（単位：百万円）

2021年度末 2022年度末
評価損益の額 20,244 6,970

○貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

●リスク・ウエイトのみなし計算の適
用に関する事項

○リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクス
ポージャーの額

（単位：百万円）

計算方式 2021年度末 2022年度末
ルック・スルー方式 141,505 162,515
マンデート方式 ― ―
蓋然性方式(250%) 644 934
蓋然性方式(400%) ― ―
フォールバック方式(1250%) ― ―

●金利リスクに関する事項
○ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

（単位：百万円）

項
番

イ ロ ハ ニ
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

2022年度末 2021年度末 2022年度末 2021年度末

1 上方パラレルシフト 574 3,805 269 676
2 下方パラレルシフト 21,049 20,159 4,464 4,735
3 スティープ化
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 21,049 20,159 4,464 4,735

ホ ヘ
2022年度末 2021年度末

8 自己資本の額 111,265 110,824
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